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TNFDフレームワークに基づく情報開示

生物多様性保全への取り組みとTNFDフレームワークに基づく情報開示

当社グループの事業は、海洋を主とした自然資本に依存する事業であり、気候変動問題

のみならず、海洋を中心とした生物多様性保全への取り組みも当社の事業活動にとって

重要なテーマとなります。そこで当社は、環境リスクや自然関連の経済への影響を評価し、

対応するために、TNFDのガイダンスに基づいてLEAPアプローチを導入しました。LEAPアプ

ローチを導入することで、事業に関する気候変動と自然資本へのより包括的な理解のもと、

リスク・機会管理の強化を目指し、自然との共生を促進し、持続可能な未来の構築に向

けて積極的な取り組みを行っていきます。

この開示情報は、LEAPアプローチを実装し、TNFD正式版１．０版をベースに取りまとめ、

構成しています。将来の変化に対応するため、今後も継続的な評価・分析を行い、生物

多様性の保全に資する具体的な取り組みを検討・実施して参ります。

TNFD フォーラムへの参画と Adopter登録について

川崎汽船株式会社（以下、「当社」）は、自然関連財務情報開示タスクフォース

（Taskforce on Nature-related Financial Disclosures：TNFD）フォーラム（注

1）に参画しました。

（注１）TNFDは、自然資本や生物多様性にかかるリスクや機会の適切な評価および開示の枠組を構築することを目指す国際イニシアティ
ブです。TNFDフォーラムは、TNFDにおける議論をサポートし枠組構築の支援を行うことを目的として組織された、企業、金融機関、研究機
関等からなるステークホルダーの集まりです。TNFDフォーラムの詳細は以下同フォーラムホームページをご参照ください。
https://tnfd.global/

（注２）「TNFD Adopter」は、TNFD提言に沿った情報開示を行う意思をTNFDウェブサイト上で登録した企業・組織を指し、2024年度
分または2025年度分のいずれかにおいて、TNFD提言に準拠した開示が求められます。
https://tnfd.global/engage/tnfd-adopters/

また、自然関連財務情報開示タスクフォース

（Taskforce on Nature-related 

Financial Disclosures:以下、TNFD）

が2023年9月に公表した提言に基づき開

示を行う「TNFD Adopter」（注2）に登

録しました。

https://tnfd.global/%C2%A0
https://tnfd.global/%C2%A0
https://tnfd.global/%C2%A0
https://tnfd.global/engage/tnfd-adopters/
https://tnfd.global/engage/tnfd-adopters/
https://tnfd.global/engage/tnfd-adopters/
https://tnfd.global/engage/tnfd-adopters/
https://tnfd.global/engage/tnfd-adopters/
https://tnfd.global/engage/tnfd-adopters/
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【ガバナンス】

（１）取締役会の監督と経営者の役割

取締役

グローバルな価値観や行動の変容が加速し、地球温暖化による環境負荷の低減に対する意識が高ま

る中、“K” LINEグループでは、サステナビリティ経営を中長期的な企業価値向上の実現に向けた重要

課題の一つとしてとらえ、取締役会において継続的に議論しています。

経営者

環境負荷低減の課題に重点を置いた経営を強化するため、代表執行役社長を委員長とする「サステ

ナビリティ経営推進委員会」および「GHG削減戦略委員会」を設置しています。

「サステナビリティ経営推進委員会」

当社グループのサステナビリティ経営の推進体制の審議・策定を通じて、企業価値向上を図っています。

その下部組織である「サステナビリティ専門委員会」には、当社グループが特定しているマテリアリティの各

課題に対応する管掌部門のグループ長が委員として参加しており、マテリアリティに関連する取り組みの

実践状況をモニターし、その進捗状況を定期的に上部組織であるサステナビリティ経営推進委員会に報

告しています。もう一つの下部組織である「環境専門委員会」は、「川崎汽船グループ環境憲章」および

国際標準化機構（ISO）の規格に則って構築された「環境マネジメントシステム（EMS）」を機能的

に運用するとともに、その他の環境に関わる活動を推進しています。生態系サービスへの依存、影響、リ

スクと機会の評価および管理はこの体制下で実施され、重要な事項については最終的に取締役会に報

告されます。

「GHG削減戦略委員会」

各種環境対応が急務な中、当社グループの燃料転換を主体としたGHG削減戦略を策定するとともに、

総合的な対応戦略、機器選定等の技術対応・円滑な運用準備などの方針を策定し、実施を統括し

ています。

■サステナビリティガバナンス体制

執行役員会

経営会議

指揮

代表執行役社長

サステナビリティ経営推進委員会

取締役会

監督

報告 指揮 報告

GHG削減戦略委員会

監督・指示 報告

環境専門委員会
サステナビリティ

専門委員会

CII・2030年
環境目標対応

プロジェクトチーム

安全環境支援技術
プロジェクトチーム

次世代代替燃料
推進プロジェクト

チーム

報
告

監督・指示
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【ガバナンス】

（２）ステークホルダーに関する人権尊重

2022年に策定した人権基本方針に基づき、サステナビリティ経営推進委員会の監督と、サステ

ナビリティ推進担当執行役員の指示の下、サステナビリティ・環境経営推進・IR・広報グループが

担当部署となり、当社グループの事業活動に関する人権リスクの分析・評価や対策の立案など、

いわゆる「人権デューディリジェンス」を実施しています。

「川崎汽船グループ人権基本方針」では、「３．人権デューディリジェンスと救済・是正」の項目

において、グループ内外のステークホルダーを包含した人権への負の影響を最小化する体制を整

えることを宣言しています。2025年度からは外部ステークホルダー向けの人権に関する通報・相

談窓口を設置しています。

川崎汽船グループの人権基本方針について

“K” LINEグループでは、「グループ企業行動憲章」の冒頭で、当社グループの事業活動に関わ

る全てのステークホルダーの人権を尊重することを掲げています。2020年に国連グローバル・コン

パクトに署名し、「人権擁護の支持と尊重」と「人権侵害への非加担」という人権に関する諸原

則や、「強制労働の排除」「児童労働の実効的な廃止」「雇用と職業の差別撤廃」といった労

働に関する諸原則を支持することを表明しました。

■人権デューディリジェンス実施体制

https://www.kline.co.jp/ja/sustainability/social/human_rights/main/0/teaserItems1/03/link/%5BJP%5DK%20LINE%20Group%20Basic%20Policy%20on%20Human%20Rights.pdf
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【戦略】

（１）サステナビリティ方針

“K” LINE グループは、世界の経済活動を支える物流インフラの基盤である海運業において、安全・安心な海上輸送および物流サービスを提供することで、

お客様からの信頼を獲得してきました。

当社が展開する各種事業のうち、主要事業である海運業にフォーカスを置き、さらに、当社が開示している「“K”LINE 環境ビジョン 2050」として、ステークホルダーの皆様に「2030 年中期マイ

ルストーン」と「2050 年ゴール」を開示しています。この目標に基づき、分析すべき課題を検討しました。

「 2030年中期マイルストーン」 「2050年ゴール」

2030
中期

マイルストーン

社会の環境改善

に向けた対話・活

動の強化

社会の環境改善支援

油濁事故ゼロを含

む船舶運航におけ

る海洋・大気への

環境影響低減

CO2排出効率

2008年比

50％改善

自社の低炭素化

社会の低炭素化に

向けた新しい

エネルギー輸送・

供給の推進

社会の低炭素化支援

自社からの海洋・大気への環境影響低減

2050
ゴール

• 社会の環境改善

支援

• 生態系保護の

業界トップ

社会の環境改善支援

• 油濁事故ゼロ

• 船舶運航における海

洋・大気への環境影

響の限りないゼロ化

GHG排出ネットゼロ

に挑戦

自社の脱炭素化

社会の脱炭素化を支

える新エネルギー輸

送・供給の担い手に

社会の脱炭素化支援

自社からの海洋・大気への
環境影響の限りないゼロ化



9

【戦略】

（２）事業活動と自然との関わり

TNFDの考え方に基づき、Locate（地域）に重点をおいた分析、評価を実施しています。海運業という船舶が航行する海域すべてが対象となると

いう特性から、地域を特定しない海洋中心の生物多様性対策が基本的な対策になると評価しました。
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【戦略】

（３）自然関連の依存と影響 -1

当社における、LEAPアプローチに沿った開示までのステップは下記のとおりです。

Locateフェーズにて、当社事業におけるフットプリントおよび自然への関わりを考慮し、生態系の完全性、生物多様性の重要性および水ストレス（主に海洋汚染度）の観点から優先地域を特

定しました。 Evaluateフェーズでは、「ENCORE」(※）にて依存度・影響度が高いとされた項目が、Locateで特定された優先地域においてどういった影響が生じるかを分析しました。Evaluate

フェーズにて特定された各優先地域の依存・影響重要項目を、当社の事業内容と掛け合わせ、Assess・Prepareにてリスクと機会を特定、評価した上で、目標や戦略の見直しを行います。

LEAPアプローチの概要

依存と影響に関するヒートマップ
※ ENCORE

金融機関が自然資本リスクをより深く理解、評価し、その活動に統合できるよう支援するためのツール。セクター毎

に生態系への依存度と影響度が測れることから、LEAP分析でも使用される。

まずはENCOREを使用して当社の海運事業、港湾事業における自然関連のリスクおよび機会をスクリーニングす

るためにヒートマップを作成し、セクターにおける依存と影響について把握しました。

セクター

依存（生態系サービス） 影響（影響要因）

気候調整
洪水と暴風
雨からの
保護

地下水 地表水 水質 水流維持
質量安定化

と砂防

利用 汚染 障害
（騒音・光）

固形廃棄物
海洋生態系 淡水生態系 陸上生態系 大気 土壌 水質

海上輸送 H H L H H H H

港湾・解撤地・
サービス

M M L H L M M H H H H H H H M

H: High Impact

M: Middle Impact

L:  Low Impact
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【戦略】

（３）自然関連の依存と影響 -2

当社グループ（直接操業）の運航船の航路・寄港頻度の多寡や上流バリューチェーン（補油地）、下流バ

リューチェーン（解撤地）をベースに各事業拠点および操業箇所の重点エリアの選定を実施しました。（左

図：当社のビジネスフットプリント）

合わせて、影響を受けやすい海域（生物多様性の重要性が高い、生態系の完全性が低い、水ストレス（海

水汚染）が高い海域）を「UN Biodiversity Lab※」を用いて特定しました。（左下図：生物多様性重要

度マップ） さらに双方を照らし合わせて、当社事業活動がより多くの自然との接点を持つ優先地域を特定し、

主な分析対象地域をA）インド、B）東南アジア、C）日本、D）カリフォルニアの、4地域としました。

優先地域の決定
当社のビジネスフットプリント(重要地域）

評価範囲：直接操業（当社グループ運航船による航路）
上流バリューチェーン（補油地）
下流バリューチェーン（解撤地）

影響を受けやすい海域マップ

※UN Biodiversity Lab
国連生物多様性研究所（UNBL）による自然保全と持続可能な開発のための評価と影響への取り組
みをサポートする分析ツール。

出典：UN Biodiversity Lab（※）

A）インド
B）東南アジア
C）日本
D）カリフォルニア

直接操業、および主な

バリューチェーンの

資産および活動が

以下の自然と接する場所

ビジネス・フットプリントを

優先順位付け（航路頻度、拠

点数、事業の活動内容）した

地域リスト

×

Materiality location

Sensitive location

• 生物多様性の重要性が高い

• 生態系の完全性が低い

• 水ストレス（海水汚染）が高い海域
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【戦略】

（３）自然関連の依存と影響 -3

Locateフェーズで決定した優先地域について、当社事業に関わる自然関連の依存度・影響度について評価しました。

ENCOREツールのEXPLORE MAPを使用し、ENCOREでのセクター別の依存に関する評価結果で依存度が高く、各生態系サービ

スの指標となるデータレイヤーを確認して深堀しました。影響についても同様の分析を実施しました。結果を下記の表に示します。また

下記とは別に優先地域における絶滅危惧種リストもIUCNレッドリストを確認して作成しました。

優先地域における依存と影響の診断

IUCN レッドリスト

種に関する様々な情報を提供。世界の生物多様性の健全性の重要な指標となっ

ている。生物多様性の保全と必要な天然資源を保護するために不可欠な政策のた

めの情報を提供し、事業の意思決定に役立つツール。

優先地域 依存と影響

A インド

海洋生態系、淡水生態系、降水量の季節差が激しいため洪水発生に対する依存性が高い地域と言える。

当社は主にこの地域で解撤を実施しており、海洋生態系、淡水生態系に影響を及ぼす可能性があるため、汚濁流出対策が重要。

解撤ヤードにおける環境対策を徹底させる必要がある。

B 東南アジア

GHG排出量が多く、海洋生態系への影響が高い地域と言える。

当社はこの地域への航行が多く、船舶からの有害物質排出対策と、バラスト水や事故の発生による油濁水流出に伴う海洋生態系への影響に特に留意する

必要がある。

C 日本

淡水生態系、海洋生態系、水質汚染への影響度が高い地域と言える。

海洋を中心とした当社事業においては特に、海洋生態系に対して重要な影響があると評価。船舶事故における油濁水流出による海洋汚染対策に留意す

る必要がある。

D カリフォルニア

GHG排出量が多く、海洋生態系、淡水生態系、水質汚染への影響が高い。

当社はこの地域への航行が多く、船舶からの有害物質対策と、船舶事故における油濁水流出による海洋汚染対策に留意する必要がある。

また、クジラの保護区が存在しており、減速航行を推奨している地域であるため海洋生物に対する障害にも留意が必要である。
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【戦略】

（４）自然関連のリスクと機会の評価 -1

リスク分析においては、影響が大きいと思われるリスクを、移行リスク、物理リスクの観点から整理しました。

結果、すべての優先地域に該当する「油濁汚染」「大気への影響」「海洋生物の移動」「哺乳類への影響」の４つをマテリアリティとして集約・特定しました。

自然関連のリスクの分析

リスク分類 想定されるリスクと事業への影響 自然への影響 重要リスク

移
行
リ
ス
ク

規制・法律

船舶の運航により GHG および SOx、NOx 排出量が増加し、事業者レベルの排出量規制が強化されることで、対応コストが増加する。 大気汚染 大気への影響

バラスト水の放出、船底付着生物の移動によりその地域の海洋生態系に影響を及ぼしてしまうことで、水産資源の生態系が崩れ、地域の漁

業に影響を与えることにつながり、漁業補償の必要性が生じる可能性がある。また絶滅危惧種の保全に対する脅威を生んでしまう可能性があ

り、対象国やNGOから訴訟を受ける可能性がある。

生物学的干渉

/変化
海洋生物の移動

評判

船舶の運航による、光化学スモッグや酸性雨の原因となる SOx、NOx の排出量増加により、サプライヤーやステークホルダーからの社会的評

判が低下する。
大気汚染 大気への影響

船舶運航時に、クジラをはじめとした海洋哺乳類との衝突を引き起こし、生物の身体に障害を与える可能性がある。また、海中騒音によって海

洋生物同士のコミュニケーションに弊害をもたらし、ストレスの要因となるなど生態系に悪影響を及ぼす。生物に障害やストレスを与え、最悪の

場合、死に至らしめ、近隣国やNGOなどから訴訟等を受け、世間に悪評が広まる可能性がある。

妨害（光・騒音） 哺乳類への影響

物
理
リ
ス
ク

慢性 解撤に伴う油濁汚染に対応する必要がある。 水質・土壌汚染 油濁汚染

急性
海上輸送における事故の発生で、油濁汚染が発生し海洋生態系に影響を及ぼし、水産資源の漁獲量が減少することで水産関連事業者、

近隣諸国に補償を行う必要がある。
水質・土壌汚染 油濁汚染
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【戦略】

（４）自然関連のリスクと機会の評価 -2

TNFD では、自然関連の機会を、自然にプラスの影響を生み出す、または自然へのマイナスの影響を軽減することによって、組織と自然にプラスの結果を生み出す活動と定義しています。その定義に基づいて、 「油濁汚染対策」「大

気への影響軽減」「海洋生物の移動防止」「哺乳類への影響軽減」 の４つのマテリアリティにおいてそれぞれTNFD における自然関連の機会を生み出す活動の重要性を評価しました。

自然関連の機会の評価

1. 油濁汚染

リスク軽減の管理 機会の管理 リスク・機会の重要性評価

船体の強靭化 / 統合船舶運航、性能管理システム『K-IMS』による安全運航の推進 / 船

員教育 / 港湾設備、強靭化等管理者との対話強化 / 関係省庁との連携によるIMO（国

際海事機関）への条約面の働きかけ / 燃料タンクにオーバーフロー管を設置/甲板機器の

電動化 / 間接冷却システム（セントラルクーリングシステム）の利用

※海上保険の付保により財務的な影響は軽減される

統合船舶運航、性能管理システム『K-

IMS』による安全運航の推進 / 新たな輸

送技術に対応した船隊の構築 / グリーン・

シップリサイクル対応強化による環境保全

19種の絶滅危惧種が東南アジアに生息しており、船舶事故等における油濁汚染は、生態系に甚大

な影響を及ぼす可能性があるため、重要性が高い。リスクの裏返しとして、これらに配慮した安全運

航対策、油濁汚染防止策の拡充とその主張は、生物多様性の保全を考慮した船舶事業者として

の信頼性向上に寄与する機会となり、重要性が高い。

【目標】

油濁事故発生ゼロ
油濁事故防止のための取り組み推進:安全運航対策強化、船体強靭化、人材育成を含むあらゆる安全対策の強化、グリーン・シップリサイクル対応強化 等

2. 大気への影響

リスク軽減の管理 機会の管理 リスク・機会の重要性評価

NOxの３次規制クリアに向けた次世代技術開発への取り組み /LNG燃料

船の導入 / LPG燃料船の導入 / アンモニア・水素燃料などのゼロエミッション

船の導入/ ノルウェー・ベルゲン港において、陸上電源装置の設置による本船

の停泊中に排出するNOxを削減する取り組みに参加 / 米国ロサンゼルス港

およびロングビーチ港の減速航行プログラムで受賞

TCFDシナリオ分析およびTNFDプロトタイプにおける積極

的な生物多様性評価の実施と情報開示 / 省エネ機器導

入等による効率運航の強化による収益改善 / 低・脱炭素

型の新燃料・推進技術導入の船舶実用化による負担軽

減

GHG排出は、気候変動を引き起こす要因として重要な側面であり、海水温の上昇や、海流への影

響、気象現象の変化につながることで海洋生態系に影響を及ぼす可能性があるため、重要性が高

い。SOx、NOxの排出は光化学スモッグや酸性雨の原因となり、海洋生態系のみならず人体へも影

響を及ぼす可能性があるため、重要性が高い。リスクの裏返しとして、これらに配慮した低炭素な船

舶運航、規制の順守、およびその主張は、生物多様性の保全を考慮した船舶事業者としての信頼

性向上に寄与する機会となり、重要性が高い。

【目標】

周辺環境への負荷軽減・最小化
大気汚染防止/GHG排出削減のための取り組み推進：減速航行、低硫黄燃料の使用、SOxスクラバーの導入、NOx削減装置の導入 等
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【戦略】

（４）自然関連のリスクと機会の評価 -3

3. 海洋生物の移動

【目標】

周辺環境への負荷軽減・最小化
海洋生物の移動防止のための取り組み促進：バラスト水処理装置搭載率100%を維持、環境配慮型塗料の導入継続 等

リスク軽減の管理 機会の管理 リスク・機会の重要性評価

環境配慮型塗料の使用：海洋生物が船体に付着すると、船体の抵抗が増し

て、燃料消費すなわち CO₂排出の増加を招くだけでなく、付着した生物が他の

海域へ持ち込まれることにより、生態系に影響を与えることが考えられる。当社

は燃費節減と海洋生物の付着を防ぐために、特に新造船において、低摩擦塗

料の積極的採用を進め、CO₂排出量削減と生物多様性の保全に努めている。

また就航船でも従来型塗料に加え、低摩擦塗料の使用を進め環境に配慮し

ている。

バラスト水の適正処理による海洋生態

系保全

海洋生物における絶滅危惧種がインドで26種、東南アジアで19種、日本近海で13種、カリフォルニア近

海で10種の確認がされており、バラスト水の放出や船底付着生物の移動によって生態系が崩れることで、

絶滅危惧種への危機や、漁獲量へ大きな影響を及ぼす可能性がある。これらのことからバラスト水に関す

るリスクは重要性が高い。リスクの裏返しとして、これらに配慮したバラスト水対策の拡充および環境配慮

型塗料の使用とその主張は、生物多様性の保全を考慮した船舶事業者としての信頼性向上に寄与す

る機会となり、重要性が高い。

4. 哺乳類への影響

【 目 標 】

周辺環境への負荷軽減・最小化
船舶運航による海洋哺乳類への影響低減：クジラ保護のための米国カリフォルニア州における減速航行プログラムへの参加

リスク軽減の管理 機会の管理 リスク・機会の重要性評価

船舶運航による海洋哺乳類への影響低減（カリフォルニア沿岸

12マイル地域では、スピードを落として運航する必要があり、衝

突リスクと騒音リスクの低減に寄与している）/ 騒音測定方法

および基準を制定し、基準値以下であることを建造時に確認 / 

政府、国連、NGO等との連携による政策関与 / 騒音を低減

する装置の設置、研究

影響低減に寄与した船舶運航による海洋

哺乳類への負担軽減/ 船舶による騒音が

クジラ等へ与えるなど海中騒音に関して、よ

り具体的かつ効果的な対策による生態系

保全

船舶運航時に、クジラをはじめとした海洋哺乳類との衝突を引き起こし、生物の身体に障害を与える可

能性がある。また、地中海域およびカリフォルニア海域でクジラへの騒音による影響度が高く、特にカリフォ

ルニア海域にはクジラ保護区があることを考慮すると、ステークホルダーにとっても大きなインパクトとなるため、

重要性が高い。リスクの裏返しとして、これらに配慮した安全運航対策、油濁汚染防止策、運航の見直

しの拡充とその主張は、生物多様性の保全を考慮した船舶事業者としての信頼性向上に寄与する機

会となるため、重要性が高い。
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リスクと影響の管理
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【リスクと影響の管理】

（１）自然関連リスク等の特定と評価プロセス

“K” LINEグループでは、TNFD開示提言に基づき自然関連の依存関係、影響、リスク、機会の特定、評価をLEAPアプローチのステップに沿って実施します。

「Scoping」で作業仮説をたて、「Locate」で当社事業と自然の接点を洗いだし、生態系の完全性・重要性、水ストレス（主に海洋汚染度）の観点から優先地域を特定します。

Evaluateフェーズでは、依存度・影響度が高いとされた項目が、Locateで特定された優先地域において事業活動が自然にどういった影響を生じさせるかを分析します。 Evaluate

フェーズにて特定された各優先地域の依存・影響重要項目を掛け合わせ、Assessフェーズにてリスクと機会を特定、評価した上で、Prepareフェーズで目標や戦略の見直しを行います。

０．Scoping

評価対象の設定

（作業仮説）

評
価
対
象

事業１

サステナビリティ・
環境経営推進・IR・

広報グループ

■評価チーム

サステナビリティ経営体制を強化するために、

従来のサステナビリティ推進・IR・広報グループ

に環境推進グループを統合し、E（環境）・S

（社会）・G（ガバナンス）を一つのグループ

に集約しました。このグループで、自然関連の

依存関係、影響、リスク、機会についてLEAP

アプローチに基づく特定、評価を行っています。

（２）自然関連リスク等の管理プロセス

サステナビリティ・環境経営推進・IR・広報グループのLEAP評価における重要事項については、サスティナビリティ専門委員会から上位の委員会であるサスティナビリティ経営推進

委員会へ報告されます。最終的に、サスティナビリティ経営推進委員会の委員長である代表執行役社長より取締役会に上程され、全社的な管理が行われています。
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指標と目標



19

【指標と目標】

“K”LINEグループの６つの資本の１つ「自然資本」の充実、海という自然資本をビジネスの場としている企業として、当社の継続的な発展と持続可能な社会への貢献の両立を図るため、

「“K”LINE 環境ビジョン 2050」で掲げ、自社・社会の低炭素・脱炭素化といった環境負荷低減や生物多様性の保全に取り組んでいます。

取り組みの一環であるLEAPアプローチ実装で、今回改めて自社事業内容と自然関連の依存と影響の関わりを理解し、自然関連のリスクと機会を評価することで、経営戦略上においてもリスク

管理がより強固なものになり、現在の対策等の方向性について継続していくものだと確認することができました。

洗い出ししたリスク等や目標においては定性的な評価も含まれていますが、定量的な情報も今後模索、検討しながら、監視を継続していく予定です。

今後の生物多様性保全への取り組み

重要リスク 対応詳細 目的 目標と指標

油濁汚染
油濁事故防止のための取り組み推進:安全運航対策強化、船体強靭化、人材育成を含むあら

ゆる安全対策の強化、グリーン・シップリサイクル対応強化 等
油濁事故発生ゼロ 油濁事故発生ゼロ

大気への影響

（GHG、SOx、NOx）

大気汚染防止/GHG排出削減のための取り組み推進：減速航行、低硫黄燃料の使用、SOx

スクラバーの導入、NOx削減装置の導入 等

周辺環境への

負荷軽減・最小化

全船種 輸送トンマイルあたりの排出量

https://www.kline.co.jp/ja/sustainabili

ty/environment/data.html

海洋生物の移動
海洋生物の移動防止のための取り組み促進：バラスト水処理装置搭載、環境配慮型塗料の導

入 等

バラスト水処理装置搭載率100％の維持、

環境配慮型塗料の導入継続

哺乳類への影響
船舶運航による海洋哺乳類への影響低減：クジラ保護のための米国カリフォルニア州における減

速航行プログラムへの参加

米国カリフォルニア州における減速航行プログラム

への参加継続

（１）自然関連リスクへの主な対応

https://www.kline.co.jp/ja/sustainability/environment/data.html
https://www.kline.co.jp/ja/sustainability/environment/data.html
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【指標と目標】

（２）今後の生物多様性保全への取り組み

当社は船舶運航における海洋・大気への環境影響の限りないゼロ化を目指し、生物多様性保全の観点から以下の通り、

各地域で既に様々な取り組みを実施しています。
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事例① 「人間力」をベースとした安全運航（油濁事故防止/海洋汚染の回避）

• 川崎汽船の強みである「人間力」を生かした安全・品質管理対応と、それを補完する先

進・デジタル技術の両輪をもって、確固たる安全運航体制を構築しています。

【指標と目標】

（２）今後の生物多様性保全への取り組み

「人間力を補完する先進デジタル技術」

• K-Assist Project 

船舶の自動運航に向けた技術開発をK-Assist Projectと称して、見張り・操船支援、

機関プラント運転支援に取り組んでいます。海運・造船業界のみならず、他業界のノウハウ

や技術を取り入れ、将来の実用化につながる開発を進めています。「人」の力だけでは実現

できない安全・品質の高度化を実現するため、船内のIT/DX化を進めると同時に、AI技術

等の先進技術の積極的な活用に取り組んでいます。

• 最適運航支援システム

当社船に搭載されている最適航路システム「NAVI」は、独自の船舶工学モデルを使用す

ることで航路提案の精度を向上しており、燃料消費最適化については、平均3%程度の効

果を実現しています。また、さまざまな状況に対応できるよう即時航路提案機能が搭載され

ており、運航効率と安全性の両立を図っています。
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事例② グリーン・シップリサイクル対応強化

• 環境保全、労働安全衛生に十分配慮した船の解体と資源のリサイクルに取り組んでいま

す。

• 船には鉄をはじめとする数多くのさまざまな金属が使用されていますが、解体した船から回

収される金属は資源としての価値を持ち、リサイクルを通じて、新たな製品やサービスに生

まれ変わり、その地域の生活や雇用の発展につながります。当社は船の廃船段階におい

ても、責任ある解体と資源のリサイクルに努めています。

• 2017年に社則『船舶解撤に関する運用規定』及び『船舶解撤に関する運用細則』を

定め、環境保全や労働安全衛生に配慮した解撤作業が行われるべく担保しています。

• 解撤ヤード審査にあたっては、現地指導監督と連携の上、当社独自の評価基準

（HKC『シップリサイクル条約』の適合要件ベースに更に当社独自の視点を加えた評価

基準）に基づく実地監査を実施しており、当社船の解撤は、当社評価基準を満たした

認証ヤードでのみ実施されます。

• 船を解体する際には、解体ヤードの視察を行い、作業が安全に行われるか、また人体や

環境に影響のある物質などが確実に回収されるか、周囲の環境に影響がないかなど、当

社独自のチェックリストによる環境影響評価を行っています。

 

【指標と目標】

（２）今後の生物多様性保全への取り組み

作業中の解撤ヤード

ヤード責任者へのインタビュー
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事例③ 減速航行による大気汚染防止への取り組み

「米国ロサンゼルス港およびロングビーチ港の減速航行プログラムへの参加」

• 米国ロングビーチ港およびロサンゼルス港では、沿岸の大気汚染を防止するために指定海

域内で自主的な減速航行を求めるプログラムを設けています。

• 当社は従来からこのプログラムに積極的に参画しており、自動車船およびドライバルク船に

よる減速航行について高い達成率が認められ、両港湾局からそれぞれ表彰を受けていま

す。

• このプログラムに参画する船舶は、各港沿岸から40マイル（約74キロメートル）以内の

海域において12ノット以下に減速することで排気ガス量を削減し、大気汚染の原因とな

る窒素酸化物（NOX）、硫黄酸化物（SOX）や粒子状物質（PM）、温暖化の原

因となる二酸化炭素（CO2）の排出を抑制しています。

• 当社はプログラムが開始された年から毎年受賞しており、ロングビーチ港では2005年から

20年連続、ロサンゼルス港においては2008年から17年連続の受賞となります。

「伊勢・三河湾における独自の減速航行への取り組み」

• 当社独自の取り組みとして、両湾内を航行する自動車船の速力を12ノット以下にする

活動を行っており、周辺の海域や地域の大気環境への影響を低減させています。また、

停泊時のPM（煤など）排出抑制のため、入湾前にボイラーの煤を除去したり、停泊中

の発電機の負荷を適正にし、燃焼状態を良好に保つなどの取り組みを行っています。

【指標と目標】

（２）今後の生物多様性保全への取り組み
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事例④ 環境配慮型塗料の使用促進

船舶への環境配慮型塗料の使用を進めています。

• 海洋生物が船体に付着すると、船体の抵抗が増して、燃料消費すなわちCO₂排出の増

加を招くだけでなく、付着した生物が他の海域へ持ち込まれることにより、生態系に影響を

与えることが考えられます。

• 当社では燃費節減と海洋生物の付着を防ぐために特に新造船において、低摩擦塗料の

積極的採用を進めCO₂排出量削減と生物多様性の保全に努めています。

• また就航船でも従来型塗料に加え、低摩擦塗料の使用を進め環境に配慮しています。

【指標と目標】

（２）今後の生物多様性保全への取り組み

ドックでシリコン塗料（赤色）による塗装工事を実施
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事例⑤ バラスト水の適正処理

「バラスト水管理条約」に基づき、バラスト水の適正処理を行っています。

• 船舶は航行時の船体安定を保つために海水（バラスト水）を貯留します。

• 船舶からのバラスト水排出により、海水の水生生物が海域の生態系に影響を及ぼすこと

があるため、国際海事機関（IMO）は2017年に「バラスト水管理条約」を発効しました。

• 具体的には、バラスト水を殺菌するための処理システム(BWMS:Ballast Water 

Management System)の搭載を義務づけています。 当社は生物や生態系がありの

ままの姿を保つよう、規則を満たした本船の運航を継続し、生物多様性の保護に努めて

まいります。

【指標と目標】

（２）今後の生物多様性保全への取り組み

バラスト水について
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事例⑥ 海洋プラスチックゴミ回収・調査などへの参加

国立大学法人東京海洋大学と海洋プラスチックゴミの共同研究を行っています。

• 今回の研究では、航海中の船舶が、新たな装置や器具を海中に入れることなく海水の

取り込みと濾過の過程で、どの程度のプラスチック片を採取、回収することができるのか、そ

の能力を評価します。

• 具体的には当社運航船の航行中に海水取水ラインよりストレーナー（濾し網）でサンプ

ル採取を行い、そのサンプルから東京海洋大学がプラスチック片を収集し、材質やサイズな

どの分析を行うことで研究を進めていきます。

• 将来、外航船舶を活用した外洋におけるマイクロプラスチックの回収ならびに特定の海域

におけるマイクロプラスチックの密度のモニタリングシステム構築など、発展的な研究につな

げていくことを目指しています。

【指標と目標】

（２）今後の生物多様性保全への取り組み
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事例⑦ 環境ボランティア活動の推進

特定非営利活動法人千葉大学環境ISO学生委員会との協働による森林保全活動や

海岸清掃、一般社団法人「藻藍部」による藻場再生活動への支援など、生物多様性の

保全、良好な景観の形成、従業員の環境意識のさらなる啓発を目的とした活動を継続的

に実施しています。

「群馬県沼田市における森林保全活動」

• 利根沼田森林組合の協力の下、以前より里山保全活動で協力関係にあったNPO法

人千葉大学環境ISO学生委員会との協働で、当社が群馬県沼田市に所有する山林

において、2023年11月より森林保全活動を行っています。

「海岸清掃の実施」

• 国内外のグループ会社の社員有志の参加により、世界各地で海岸清掃活動が行われ

ています。

「藻場再生活動支援」

• 企業版ふるさと納税による寄付や、当社従業員による藻場再生ボランティア活動への参

加を通じて、一般社団法人「藻藍部」が徳島県美波町で進めている藻場再生プロジェク

トを支援しています。

【指標と目標】

（２）今後の生物多様性保全への取り組み

徳島県美波町で行われた企業版ふるさと納税による寄付贈呈式

千葉県幕張海岸で行われた海岸清掃
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【免責事項】
本資料は投資判断の参考となる情報提供のみを目的とし、当社株式の購入や売却などを勧誘するものではありません。
投資に関する決定は、投資家ご自身の判断において行われるようお願いします。

【見通しに関する注意事項】
本資料には将来についての予想や見通しが含まれておりますが、これらは当社が現時点で入手可能な情報に基づいており、経
済動向、海運業界需給、燃料価格、為替相場等の動向により変動することをご了承下さい。
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